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Ⅰ．調 査 要 領

 

１．調査の目的

泡盛業界は、沖縄ブーム等を背景に移出量の増加や設備投資を行ない、大きく変化した。

しかし、平成 年をピークに課税移出量は 年連続で減少し、経営環境が厳しい泡盛メ

ーカーもある。

一方で、泡盛の歴史は古く、地域の振興や雇用に寄与し、沖縄の文化の一つであること

も事実である。

本稿では、沖縄公庫取引先泡盛メーカーの財務情報及びヒアリング並びに国税庁の統計

データ等を活用し、九州焼酎メーカーとの時系列比較、規模別の泡盛メーカー比較を基に、

泡盛業界のおかれている状況について、今後の課題と対応策について整理することを目的

とする。

２．調査期間

平成 年度から平成 年度（詳細は各調査結果の調査要領を参照）

３．調査対象

沖縄公庫取引先の泡盛メーカーで、調査期間である平成 年度から平成 年度まで継

続して財務データを入手している先を対象としている。

４．調査方法

調査対象企業の財務指標を活用した分析及びヒアリング調査等

５．調査事項

主な調査事項は次のとおりである。

統計資料からみる泡盛メーカーの現状

泡盛メーカーと九州焼酎メーカーとの比較

泡盛メーカー間の比較（売上規模別・地域別）
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Ⅱ．調 査 要 旨 

 
 

１．市場分析 ～泡盛移出量は 13 年連続で減少、チューハイ等リキュールの消費拡大が目立つ～ 

・県外出荷割合は、焼酎メーカーの6割（九州県外）に対し、泡盛メーカーは2割を下回る。低価格・
コスト高の収支構造が県内市場依存を招く 

・県内アルコール別消費量は、嗜好の多様化によりチューハイやカクテル等リキュールの消費量が増大
し、焼酎消費量（泡盛含む）の約2.5倍 

・焼酎メーカーの県内進出で、泡盛消費者層等が焼酎消費へ移行。今後、泡盛消費の更なる減少に懸    
念 

２．九州焼酎メーカーとの比較 ～泡盛メーカーは、九州焼酎メーカーと比較して財務面で劣る～ 

     収 益 性 泡盛メーカーは販売管理費率が高く、利益率が低い。設備稼働率低迷により余剰設備を抱
えている 

      安 全 性 泡盛メーカーは流動性が低く、古酒化の取組みによる資金固定化がうかがえる 

 生 産 性 泡盛メーカーは沖縄ブーム時の設備投資で労働装備率を高めているが、需要の低迷により
稼働率や労働生産性は低下している 

  ３．泡盛メーカー同士の比較 ～事業規模や地域により、財務状況に格差がみられる～ 

収 益 性 利益率は長期低迷。特に離島地域では輸送コストや減価償却費負担が大きい 

安 全 性  中・小規模は過剰在庫による資金の固定化で、資金繰りに懸念。離島地域では、自己資本も
薄く 10％以下の水準 

生 産 性 低い設備稼働率に加え、人件費等の構成割合が高く、生産性が低下 

４．まとめ ～複数のチャネルで積極的な県外・海外への販路拡大が不可欠～ 

・顧客ニーズに沿った商品開発や営業戦略で差別化を図り、泡盛に馴染みの薄い層を取り込むことが鍵 

・輸送費等のコストを吸収できる適正な価格設定による利益確保 

・泡盛メーカー間の共同化（仕入れ、配送、宣伝等）や業界の連帯強化によるPR、コスト低減効果を図っ    
た取組み 

・沖縄公庫は、引き続き資金面での支援を行うとともに、国・県及び民間金融機関との連携の下、経営改

善計画の策定支援等、泡盛メーカーの経営課題の解決を支援 

 

 

 

［担当 : 平良］ 

 

― 沖縄ブーム時の過大投資に伴う負債過多、過剰在庫により業績悪化がみられる ― 
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Ⅲ．調 査 結 果

１．統計資料からみる泡盛メーカーの現状 （図表 ～ ）

（１）県内の泡盛製造事業者（以下「泡盛メーカー」）を取り巻く経営環境は、十数年前の沖縄ブームを追い

風に、大きく変化した。当時は、県外市場の拡大で、平成 年の泡盛総移出数量は過去最高の

キロリットルとなり、副産物であるもろみ酢は、健康志向の高まりから泡盛メーカーに「もろみ酢特需」

をもたらした。沖縄ブームの波に乗る形で、新たにもろみ酢工場の建設や、泡盛貯蔵タンクの増設等設

備投資を行ったメーカーも少なくない。しかし、ブームは期待以上に早く下火となり、泡盛移出量は平

成 年以降、 年連続で減少している。

一方で、しょうちゅう（以下焼酎）の中でも近年優位にある「芋焼酎」の移出量は、平成 年度に

％増と大幅に増加し、その後増減はあるものの拡大した市場を概ね維持している。今日の泡盛と焼

酎の需要の差は、移出量の約 ％が県外移出され、残り約 ％が県内市場に依存する泡盛メーカーとは

対照的に、単式蒸留しょうちゅう製造業者（以下「焼酎メーカー」）は移出量の約 ％が九州県外に移

出されており、一定の市場を確保していることである。これは、後述する泡盛メーカーの低価格・コス

ト高の収支構造が主な要因と考えられる。

図表 泡盛移出量の推移

（２）沖縄県内（以下「県内」）のアルコール別消費量をみると、リーマンショック以降の景気低迷、発泡酒やハイ

ボール等の新しいアルコールの飲み方の登場等、様々な要因により変動を繰り返し、近年は、特にカクテルやチ

ュウハイ等のリキュールが平成 年度の キロリットルから平成 年度は キロリットルと著しく拡大

し、ビールや発泡酒を主体とした消費からリキュール消費へ移行している。また、泡盛を含む焼酎は、増減はあ

るものの減少基調ではないことから、焼酎の県内への浸透が推測される。

成人一人当たりの消費量においては、成人人口は増加している一方、消費量は平成 年度と比べ ％減と

なっており、将来的な人口減少予測のみを捉えると県内アルコール市場は縮小傾向となることは否定できない。

しかし、本県の平成 年度の入域観光客数は 万人超と引続き増加傾向にあることから、これまで以上に

観光客を取り込んだ対策を講じることで、アルコール市場の維持・拡大を図ることができよう。

元

県外移出量 県内移出量 県外移出割合（右目盛）㎘

年

県酒造組合資料（ 度換算
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上述の外部環境の変化を背景に、沖縄県酒造組合や泡盛メーカーの他、国や県においても、様々な取組みを  

行なっているが、未だ途半ばの状態であり、事業基盤への影響が懸念されるところである。 

今後も、同業界を取り巻く環境は厳しさを増すことから、価格の見直しや販路拡大による収益改善のための

泡盛メーカーの自助努力に加え、行政及び金融機関等関係機関による支援が必要となる。 

 

図表 2 泡盛と芋焼酎移出量及び増減率の推移                       図表 3 九州および沖縄県の移出数 

量割合 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4 県内アルコール別消費量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5 県内成人一人当たりアルコール別消費量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

1,014 1,016 1,029 1,037 1,049 1,058 1,062 1,070 1,076 1,084 1,091 1,104

14.3 14.5 13.2 14.0 11.8 17.7 18.8 13.9 14.6 13.1 11.8 13.6

40.8 22.2 19.7 21.5 17.7 24.3 24.8 20.5 18.9 17.9 16.0 20.1

0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.3 0.3 0.4 0.4 0.5 0.6 0.8

1.5 1.8 1.6 1.5 1.2 2.0 2.0 2.3 2.5 2.8 2.7 3.5

0.9 0.9 0.9 0.9 0.7 1.0 1.2 1.1 1.1 1.0 1.0 1.3

41.8 32.1 28.5 29.0 24.7 30.0 35.6 20.7 18.6 17.8 17.4 20.2

7.6 10.6 12.5 15.1 14.9 22.6 28.6 29.3 30.9 32.2 30.9 35.0

113.7 92.0 88.4 91.5 78.8 109.2 126.9 100.3 99.2 97.1 92.4 110.6

成人人口

年度

ウィスキー

ワイン

単式蒸留しょうちゅう

ビール

　　　（千人、リットル）

沖縄国税局資料及び総務省人口統計を基に沖縄公庫で作成

合計

清酒

発泡酒

リキュール

・九州県データは国税庁「単式蒸留しょうちゅうの概要（平成27年度

版）」を基に沖縄公庫で作成
・沖縄県データは沖縄県酒造組合データを基に沖縄公庫で作成（平

成28年数値）

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

焼酎移出量（泡盛含） 478 481 491 509 476 472 452 454 454 461 430 440 436

いも増減率 42.1 18.0 12.3 6.8 4.8 1.5 ▲ 4.0 1.5 1.6 2.5 ▲ 5.5 3.6 ▲ 0.1

泡盛増減率 7.6 ▲ 2.2▲ 3.8▲ 2.2▲ 4.5▲ 2.8▲ 4.5▲ 1.3▲ 2.3▲ 2.5▲ 6.3▲ 0.5▲ 3.4

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

0

100

200

300

400

500

600

（千㎘）

（焼酎移出量）

年度

（％）

（原料別増減率）

「日本酒造組合中央会調」を基に沖縄公庫で作成

芋焼酎増減率は概ねプラス水準で推移

焼酎全体の移出量も一定

程度は維持

泡盛増減率は12年

連続で、マイナス水

準で推移

県内移出割合 県外移出割合 九州県外割合

宮崎県 12.4% 87.6% 61.5%

鹿児島県 35.6% 64.4% 51.6%

大分県 5.1% 94.9% 89.3%

熊本県 32.4% 67.6% 30.3%

福岡県 61.2% 38.8% 38.0%

長崎県 54.2% 45.8% 43.6%

佐賀県 40.2% 59.8% 57.1%

九州全体 20.9% 79.1% 63.3%

沖縄県 84.5% 15.5% -
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２．沖縄公庫取引先の財務分析１ ～九州焼酎メーカーとの比較～

（１）収 益 性 － 泡盛メーカーは焼酎メーカーに比べて販売管理費率が高く、利益率が低い。設備稼

働率低迷により余剰設備を抱えている－ （図表 ～ ）

泡盛業界は県内市場依存による価格競争の激化や、市場開拓または市場維持のための販売費及び人件費等

の販売管理費率が高いこと等から利益率は焼酎メーカーと比べて低い水準にある。また、泡盛メーカーは、

総資本営業利益率も低く、稼働率の低下により余剰設備を抱えていることや、効率的な収益の確保ができて

いないと考えられる。

（２）安 全 性 － 泡盛メーカーは流動性が低く、古酒化の取組みによる資金固定化がうかがえる －

（図 ～ ）

短期的な支払い能力をみる当座比率は、泡盛メーカーは平成 年度時点においても ％に近づく程度で、

それ以降の水準は更に悪化し、平成 年度は ％と、焼酎メーカーの ％を大きく下回る水準にあ

る。泡盛メーカーの流動性の低さは、市場低迷の他、古酒化を積極的に取り組んだ結果、資金が固定化して

いるものと思料される。

また、固定比率は、焼酎メーカーは ％を下回り、一定の自己資本の投入により、固定資産を確保してい

ることが窺えるものの、泡盛メーカーは、平成 年度から平成 年度まで ％を超え、平成 年度にお

いても ％と依然として高い水準にあり、借入金依存度が高い傾向にある。

（３）生 産 性 － 泡盛メーカーは沖縄ブーム時の設備投資で労働装備率を高めているが、需要の低迷

により稼働率や労働生産性は低下している － （図表 ～ ）

泡盛メーカーは、沖縄ブーム時の設備投資等により、機械化の度合いを示す労働装備率は焼酎メーカーと

概ね同水準にある。しかし、泡盛需要の低迷から設備稼働率の低下を招き、従業員一人当たりの付加価値額

を示す労働生産性や従業員一人当たり売上高は焼酎メーカーと比べて低い。

以上より、泡盛メーカーは九州焼酎メーカーと比較して、高い販売管理費率等による収益力の低さや設備

負担による資産効率の低さがうかがえる。また焼酎が県内へ浸透している状況をみると、消費者志向に基づ

く香りや飲みやすさを追求した技術革新への取組みの遅れも懸念される。

＜調査要領＞

（１） 調 査 対 象：沖縄公庫取引先泡盛メーカー 社及び熊本国税局管轄の焼酎メーカー

（２） 財務分析期間：平成 年度から平成 年度（※ ）

（３） 調 査 方 法：沖縄公庫取引先 社と九州焼酎メーカーの収益性、安全性、生産性を比較（※ ）

（※ ）沖縄公庫取引先：前年 月から当年 月決算到来の企業財務情報を当該年度と表示。例えば、平成 年度は

平成 年 月から平成 年 月末までに決算期が到来した分を集計。

熊本国税局管轄：当該年度の 月１日直前終了事業年度分を当該年度分と表示。

（※ ）公庫取引先の数値は、各企業の決算書を元に沖縄公庫独自の財務整備による数値を採用。熊本国税局管轄の

焼酎メーカーの数値は、熊本国税局調査による「単式蒸留しょうちゅう製造業者の概要」より抜粋。。
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図表 6 売上高営業利益率及び販売管理費率の推移     図表7 総資本営業利益率の推移    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表8 当座比率の推移                        図表9 固定比率の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              

 

                            

 

図表10 従業員一人当たり売上高及び労働装備率の推移   図表11 労働生産性の推移 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14.8

8.7
12.1

2.4

19.2

23.5

36.9

41.6

0

10

20

30

40

50

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

焼酎メーカー 泡盛メーカー

焼酎メーカー 泡盛メーカー

年度

（％）

営業利益率

販売管理費率

63.9
58.0

110.0

94.1

0

50

100

150

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

焼酎メーカー 泡盛メーカー
年度

固定資産が長期的に最も安定している自己資本

（純資産）で賄われてる割合をみる指標

100％を超えると借入による調達割合が大きい

193.8 185.4

92.4

60.1

0

100

200

300

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

焼酎メーカー 泡盛メーカー
年度

（％）

100%以下。その水準は悪化傾向

短期的な支払い能力をみる指標

100％超が望ましいとされる水準

50.0 49.9 

20.6 

16.5 

12.3 

17.3 

9.6 

16.5 

0

10

20

30

40

50

60

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

九州しょうちゅう 泡盛メーカー

焼酎メーカー 泡盛メーカー

年度

（百万円）

従業員一人あたり売上高

従業員一人あたり労働装備率

労働装備率:従業員一人あたりの有形固定資産額をみる指標

13.8 

12.3 

8.8 

6.3 

0

10

20

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

焼酎メーカー 泡盛メーカー

年度

（百万円）

従業員一人あたりの付加価値額をみる指標

14.1

5.4

8.9

0.8

0

5

10

15

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

焼酎メーカー 泡盛メーカー

年度

（％）

総資本（総資産）を用いてどの程度営業

利益を得ることができたかをみる指標



7

 

7 
 

３．沖縄公庫取引先の財務分析 ～沖縄公庫取引先を売上規模別で３つのグループに分類～

（１）収 益 性 － 売上高に対するもろみ酢収入減少の影響は 年頃まで。 グループは営業

赤字が続いており、事業維持に懸念がある －

①売上高（図表 ～ ）

～ グループ 社の合算売上高と泡盛移出数量の前年度増減率を比較すると、平成 年度売上高は

前年度比▲ ％と大幅に減少したにも関わらず、泡盛移出量は前年度比▲ ％と減少幅に大きく違い

が見られる。その主な要因としては、泡盛売上よりも、もろみ酢売上の減少幅が大きく、平成 年度ま

でその傾向が続いたと推測される。平成 年度以降は、各々、概ね同様の傾向を示していることから、

もろみ酢需要は下げ止まった状態にあり、売上高減少の主因は、泡盛需要の低迷にあると考えられる。ま

た、グループ別売上高の推移をみると、各グループともに減少基調にあるが、特に グループは平成

年度以降 年連続で減少し、平成 年度は平成 年度と比べて▲ ％と半減している。

②収益性（図表 ～ ）

企業がどの程度効率的に利益を確保できたかを示す経営資本営業利益率は、増減はあるものの、平成

年度は平成 年度と比べて大幅に低下している。特に グループは、平成 年度以降 年連続で営

業赤字であるため、経営資本営業利益率もマイナスとなり、厳しい経営状況にある。営業利益が減少する

一方で、経営資本は、平成 年度と平成 年度では主に棚卸資産と有形固定資産の増加により、増加

している。これは、機械等の設備投資を行ったものの、効率よく活用されず、余剰設備となってしまって

いること、また、棚卸資産回転期間も長期化していることから、商品自体が売れ残り過剰在庫を抱えてい

る可能性もある。

ヒアリングでは、 グループは、知名度が高く、生産から流通まで一定の事業基盤が確立されている。

また、 グループは小規模であるものの、従来から地元消費がメインの酒造所が多かった。その一方で、

グループは、大手スーパーやコンビニ等、流通範囲が広く、コアな消費者層が少ない酒造所が多いこと

から、 及び グループと比べて、泡盛需要の低迷が売上高に大きく影響していると推測される。また、

いずれのグループも売上高を維持しようと販売量を優先したことで価格低下を招いていることや消費税

等の価格転嫁が遅れていることが、収益低下の一因となっている。

＜調査要領＞

（１） 調 査 対 象：沖縄公庫取引先 社

（２） 財務分析期間：平成 年度～平成 年度（※1）

（３） 調 査 方 法：平成 年度売上高を、売上規模により ～ の つのグループに分類し、収益性、安

全性、生産性を分析（※2）

グループ名 平成 年度売上規模

グループ 億円以上

グループ 億円以上 億円未満

グループ 億円未満

（※1）前年 月から当年 月決算到来の企業財務情報を当該年度と表示。例えば、平成 年度は平成 年

月から平成 年 月末までに決算期が到来した分を集計。

（※ ）各グループの数値は、各企業の決算書を元に沖縄公庫独自の財務整備による平均値を採用。。
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図表 12 16 社合算売上高及び移出量の増減率の推移    図表13 グループ別売上高の推移   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表14 グループ別経営資本営業利益率の推移          図表15 グループ別棚卸資産回転期間の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図表 16 グループ別経営資本を構成する資産の推移                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.8 

8.8 
10.0 

4.7 

1.6 
1.0 

0

2

4

6

8

10

12

14

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（億円)

Aグループ Bグループ Cグループ
年度

8.0

16.6

7.7

28.5

6.0

13.7

0

10

20

30

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

Aグループ Bグループ Cグループ

（カ月）

年度

20カ月を超える

貯蔵中の泡盛や製品化した泡盛がどの程度の

月数で販売できているかを示す指標

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

売上高

増減率
0 0.1 ▲ 11.7 ▲ 7.7 ▲ 8.9 ▲ 7.2 ▲ 5.8 ▲ 5.6 1.5 ▲ 1.2 ▲ 2.4 ▲ 1.9 ▲ 1.5

移出量

増減率
0 ▲ 2.2 ▲ 3.8 ▲ 2.2 ▲ 4.5 ▲ 2.8 ▲ 4.5 ▲ 1.3 ▲ 2.3 ▲ 2.5 ▲ 6.3 ▲ 0.5 ▲ 3.4

▲ 15

▲ 10

▲ 5

0

5

（％）

年度

売上高増減率と移出量増減率の差が大きい

9.0

2.5

9.2

▲0.4

13.9

0.6

▲ 5

0

5

10

15

20

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

Aグループ Bグループ Cグループ

（％）

年度

経営資本を用いてどの程度営業利益を得るこ

とができたかをみる指標



9

 

9 
 

 

（２）安全性 － 過剰在庫を抱え、手元資金が薄く資金繰りに懸念がある。今後、更に収益低下が続くと

資本を毀損し、償還にも影響を与えかねない －  

①流動性（図表 17） 

企業の短期的な支払い能力を示す当座比率は、Bグループが、平成28年度で27.0％と超低水準にあり、

手元資金が薄く資金繰りに窮している可能性が高い。なお、A及びCグループは、平成28年度で100％超

であることから、良好な水準を確保している。 

 

②資金調達の適正化（図表 18～20） 

泡盛メーカー等の製造業は、更新投資等一定の設備投資が必要である。その設備の調達方法をみる固

定比率は、A グループは 100％を下回り、設備投資における一定の自己資本の投入がみられるものの、B

及びCグループは、100％を上回っていることから、Aグループと比べて借入金依存度が高い傾向にある。

特に、固定比率の高い B グループの総資本の構成の推移をみると、短期借入金が大幅に増加し、長期借

入金が減少していることから、赤字補てんのための運転資金のみならず、長期借入金の返済に短期借入

金を利用していることが推測される。 

 

③資本の安定性（図表21） 

自己資本比率は、Aグループは平成16年度の52.7％から平成28年度は73.9％と、自己資本の蓄積が

進んでいるが、B及びCグループは20％を超えているものの横ばいで推移しており、AグループとB及び

Cグループに大きな格差がある。また、B及びCグループは減価償却不足を抱える企業もあり、実質的に

は、示されている自己資本比率を下回っている可能性がある。 

ヒアリングでは、十分な古酒在庫は確保しているものの、古酒単価の伸び悩みで、販売方法に苦慮して

いるなどの意見が多く聞かれ、資金の固定化に拍車をかけていることがわかる。その一方で、一定の古酒

は確保しながらも、古酒と新種を混合した混合酒を一般酒よりは高めの価格設定で販売し、商品回転率を

上げている企業もあった。 

 

 

図表17 グループ別当座比率の推移                    図表18 グループ別固定比率の推移 
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図表19 B グループの総資本構成の推移                図表20 C グループの総資本構成の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
図表21 グループ別自己資本比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）生産性 － 付加価値額は減少するも労働分配率が上昇。生産性向上には、人件費の適正化と設備

の効率的活用に取り組むことが必要 －  

（１） 従業員等の有効活用度（図表 22～27） 

労働生産性は、平成16 年度以降、各グループともに付加価値額と従業員数の減少により、増減の幅に差は 

あるものの低下基調にある。付加価値分配率をみると、A グループは、平成16 年度から平成18 年度までは経 

資本分配率（経常利益）が高い傾向にあるが、平成 19 年度以降は労働分配率（人件費・労務費）が高くなっ 

ている。また、B 及び C グループは従来から労働分配率が高い傾向にある。 

また、付加価値額は各グループともに減少しており、泡盛メーカーは地域の雇用維持に寄与しているものの、 

顧客ニーズに沿った付加価値の高い商品開発や適正な価格設定等の取組みに遅れがあることから、人件費

や支払利息等の費用に見合う十分な利益が確保できていないことがうかがえる。 

 

（２） 機械化等の進捗度（図表28～29） 

労働装備率は、平成 28 年度は平成 16 年と比べて増加している。しかし、市場縮小の影響等から収益が低

下し余剰設備を抱える状況にあることがうかがえることから、労働力を高める効率的な機械化が進んでいるとは

言い難い。 
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図表22 A グループ労働生産性と分配率の推移          図表23 A グループ従業員数と人件費の推移   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表24 B グループ労働生産性と分配率の推移          図表25 B グループ従業員数と人件費の推移    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表26  C グループ労働生産性と分配率の推移          図表27  C グループ従業員数と人件費の推移   
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図表28 グループ付加価値額の推移           図表29 グループ別労働装備率の推移 
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４．沖縄公庫取引先の財務分析３ ～沖縄本島と離島の泡盛メーカーの財務比較～

（１）収 益 性 － 離島地域は売上規模に対して減価償却費や輸送費の負担が重く、売上高総利益率で

は本島を下回り、営業利益段階では両者ともにマイナスが続いている － （図表 ～ ）

離島地域は、本島と比べ売上規模は小さく、輸送費コストや減価償却費の負担により売上高総利益率では劣

位にある。また、事業継続可否を判断する営業損益段階で、両指標ともに既にマイナスであることから、事

業継続が危ぶまれる。

ヒアリングでは、離島地域においては、輸送コスト低減を期待して共同仕入れを行なう予定の企業があっ

た。また、新商品についてはネット販売等の販売ツールを増やす取組みが見られた。

（２）安 全 性 － 両者ともに手元資金薄く、借入金過多により、資金繰りに懸念がある －

（図表 ～ ）

自己資本比率は、本島地域は概ね横ばいで推移し、離島地域は低下しているが、両地域ともに低水準にあ

る。流動性も、当座比率の良好な水準とされている ％を大幅に下回っていることから、不良在庫や不良

資産を抱えている可能性は否定できない。また、固定比率も ％超となり、特に離島地域は平成 年度が

％であることから、資本規模に反して過剰な設備投資を行なっているものと考えられる。

（３）生 産 性 － 両地域ともに付加価値額の減少に対し、労働分配率が上昇。設備投資による効果は

薄い － （図表 ～ ）

労働生産性は、両地域ともに概ね横ばいで推移しているが、経常利益はマイナスであることから、人件費

や支払利息等の費用項目で主に構成されており、今後、利益が確保できるような体制を確立し、既存設備の

稼働を上げる取組みが必要である。労働装備率は、離島地域は上昇しているが、収益の低下から余剰設備を

抱えていることがうかがえることから、効率的な機械化が進んでいるとは言い難い。また、設備生産性は、

本島地域に比べて離島地域は低い水準にある。

ヒアリングでは、離島地域においては、地域の特産品を活用した泡盛やリキュールの製造、本島地域で

は、女性向けに甘い泡盛や結婚式の引き出物用の泡盛等、他社と差別化を図り付加価値を上げる取組みが

みられた。

＜調査要領＞前３の売上規模別調査では、 グループは相応の事業基盤があり、財務内容も概ね良好であった

が、 及び グループは財務内容が低迷していることが明らかとなった。今次調査では更に 及び

グループの実態を明らかにするため、本島地域と離島地域でグループ分けし、分析を行った。

（１） 調 査 対 象：沖縄公庫取引先 社（３の 及び グループの対象先に、下記財務分析期間の財務情

報を有する先を追加）

（２） 財務分析期間：平成 年度～平成 年度（※ ）

（３） 調 査 方 法：本島地域と離島地域のグループに分類し、収益性、安全性、生産性を分析（※2）

グループ名

本島地域

離島地域

（※1）前年 月から当年 月決算到来の企業財務情報を当該年度と表示。例えば、平成 年度は平成 年

月から平成 年 月末までに決算期が到来した分を集計

（※ ）各グループの数値は、各企業の決算書を元に沖縄公庫独自の財務整備による平均値を採用。。
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図表30 売上高と原価率の推移                     図表31 営業利益率及び販売管理費比率の推移    

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表32 自己資本比率の推移                     図表33 当座比率の推移   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 34 固定比率の推移                     図表35 従業員数と労働生産性の推移 
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図表36 設備生産性の推移             図表37 労働装備率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．まとめ   

  今回の調査で、泡盛メーカーは、焼酎メーカーと比べ収益性、安全性、生産性いずれも劣位にあり、売上規

模や地域によって財務基盤に格差があることが明らかとなった。また、調査対象の16社の中には、兼業で安定

的な収入を確保し、泡盛製造を維持しているケースもあることから、前述の財務指標が良好な水準にあっても、

泡盛製造業単体では財務内容に懸念のあるメーカーもみられる。現状を踏まえ、今後の泡盛メーカーの安定的

な事業継続に繋がるよう、課題と対応策を以下のとおり整理した。 

 

（１）顧客目線の営業戦略による製造設備の稼働率の向上  

本調査の結果から、沖縄ブームで積極的な設備投資を行なった一方で、泡盛市場の縮小により収益性の

低下とともに稼働率が低下し、余剰設備を多く抱えていることがわかった。また、設備投資や資金繰り悪

化で借入金への依存度が高まり、借入金返済に窮している泡盛メーカーも少なくなく、財務基盤の建て直

しが喫緊の課題となっている。 

財務基盤の回復を図るには、戦略的な営業展開により収益性を高め、設備稼働率を上げることが重要で

ある。価格設定の見直しや販売方法の改善に加え、現状では、泡盛需要の急速な拡大は見込み難いため、

泡盛のラインアップを絞り、コアな消費者層を確保しつつ、余剰設備を活用した泡盛に拘らない商品を製

造するのも方法の一つと考えられる。そのためには、顧客目線に立った商品や、健康食品等のOEMを受注

する取組みも求められる。 

例えば、仕次ぎ等泡盛特有の文化を更にアピールし、リピーターを増やすことや、泡盛の風味やその泡

盛にあう食事、飲み方を丁寧に紹介し、一部消費者における「辛い、臭い、度数が高い」などのマイナス

イメージを払拭したり、家呑み層をターゲットに、RTD（Ready To Drink）を意識した容量や容器にす

る等、新しい販売方法の提案に取組むことも重要である。 

ヒアリングでは、15度や20度といった度数の低い泡盛や、特産品を活用した泡盛やリキュール類は

人気が高く、県外や海外の個人客や飲食店、デパートからの引き合いがある企業もあった。特に海外向

け商品はネーミングやパッケージにおいて、沖縄らしさというよりは日本らしさを強調し、味は勿論の

こと、安心、安全のイメージを大切に工夫を凝らしていることがわかった。また、海外の取引先には泡

盛原材料の「タイ米」表示に敏感なケースもあることから、今後は日本産の「タイ米」を栽培できるよ

う取組みたいとの企業もあった。 
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（２）県内市場依存型からの脱却

泡盛メーカーが、県内市場依存型であるのは、主に つの要因が考えられる。一つ目は、過当競争によ

る値引き競争が激しい一面があり、県外へ出荷する際の営業経費や輸送コスト等の経費を吸収できるだけ

の収支構造になっていないことである。二つ目は、泡盛のカテゴリーである蒸留酒は、世界各地の産品を

活用した蒸留酒が存在するため、地元酒との競合になり易いことである。しかし、今後は観光需要を取り

込みながら県内市場を拡大させるとともに、県外・海外市場拡大への取り組みも不可欠であることから、

以下の対応策が挙げられる。

①適正な価格設定の見直し

前述のとおり、販売量を優先したことによる価格低下や消費税等の価格転嫁の遅れも利益率低下

の一因となっている。こうした状況の下、平成 年 月には酒税の保全及び酒類の取引の円滑な運

行及び酒類の適正な販売管理の確保を図ることを目的とした「酒類の公正な取引に関する基準（国

税庁長官告示）」が策定され、同年 月より施行された。平成 年 月 日に沖縄県酒造組合は、

年度泡盛メーカー 社の営業利益率は ％と前年度比 ％ 増となり、同基準の施行の効果

に加え、各メーカーがこれまでの薄利多売を改め、市場への出荷数量を調整した効果も見られると

発表した。今後も、人件費等コスト高要因を改善する等の自助努力も含め、価格適正化に向けた継

続した取組みが必要となろう。

②同業者間・泡盛業界の連携

県外市場へ参入するには、泡盛メーカー単独の活動には限界があるため、共同化や協業化（仕入

れや配送、商品開発等）により生産販売体制の合理化や 効果が期待できる。

平成 年 月に、全泡盛メーカーが一体となって泡盛をアピールする初めてのイベント「第

回島酒フェスタ」が沖縄セルラーパーク那覇で開催された。このような取組みを継続的に行うこと

で、泡盛の知名度が向上し、県外需要の確保に繋がる。

③異業種との連携

沖縄県は、入域観光客数が増加し、観光関連業は好調に推移しているのに対し、沖縄の特産品で

ある泡盛はその需要を取り込めていない。泡盛メーカーにはない販路を有する異業種との連携の

実例として、観光施設を運営する企業等との資本提携や、 ＆ 等新たな動きも出てきている。こ

のような動きは、観光客が沖縄で泡盛に親しむ機会を増やし、観光客による 等を活用した泡

盛関連情報の発信等の効果が期待できる。

④助成金の利用・公的機関の活用

県外・海外へ商品を出荷する場合の市場調査や新商品開発等、費用先行投資について、助成金

を活用することでコスト削減と、顧客開拓のリスク低減が図られる。また、地方自治体等が開催す

るイベントへの積極的参加や、技術支援を受けた新商品開発に取組むことも、今後の需要拡大に

繋がる。

（３）沖縄公庫の役割

沖縄公庫は、商品差別化策として古酒化等に取り組む泡盛メーカーの設備資金や運転資金の需要に対

し、集合動産担保（泡盛在庫担保）の活用や、沖縄公庫独自制度（沖縄特産品振興貸付古酒製成事業等）

で積極的支援を行なってきたが、上述のとおり、経営戦略等に十分な成果が現れず、収益性や財務基盤等

に課題を抱える泡盛メーカーもみられる。

かかる状況下、国及び県は、泡盛産業の振興に向けて「琉球泡盛海外輸出プロジェクト」や「琉球泡

盛マーケティング支援事業」、「琉球泡盛産業経営改革促進事業」等を実施し、各企業の実情に沿った戦

略的な販売や商品開発に向けた支援を行なっている。国・県の施策に加え、沖縄公庫は、販路拡大や商

品開発、企業連携等に取組む泡盛メーカーに対して、引続き資金面で支援を行なうとともに、民間金融

機関との連携の下、経営改善計画の策定支援等に積極的に取組むことにより、政策金融の役割発揮に努

めたい。
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Ⅳ．参考

１．財務指標の説明

 

． 財務指標
図表

番号
計算式 財務指標説明

総資本営業利益率（％） 営業利益 総資本（総資産）×100
総資本を用いてどの程度営業利益が得られた

かを示す指標

当座比率（％）
、 、

当座資産 貸倒引当金 流動負債× 短期的な支払い能力を示す指標

経営資本営業利益率（％）

営業利益 経営資本※×

※経営資本：総資産 （建設仮勘定 投資
割引手形 譲渡手形）

経営資本を用いてどの程度営業利益が得られ

たかを示す指標

棚卸資産回転期間（月） 棚卸資産 月平均売上原価･営業原価
在庫や製品がどの程度の月数で販売できてい

るかを示す指標

固定比率（％）
、 、

固定資産 （純資産－新株予約権）×
固定資産が自己資本で賄われている割合を示

す指標

自己資本比率（％） 、 （純資産－新株予約権） 総資本× 総資本に占める自己資本の割合を示す指標

付加価値額
経常利益 当期減価償却実施額 支払利
息・割引料 租税公課 賃借料 人件費・労
務費

生産過程で製品に新たに付け加えられた価値

労働生産性（千円）

、 、

、 、 付加価値額 従業員数 従業員一人あたりの付加価値額を示す指標

労働装備率（千円）
、 、

稼動有形固定資産※ 従業員数

※稼動有形固定資産 有形固定資産 建
設仮勘定

従業員一人あたりの有形固定資産額を示す指

標

設備生産性（％） 付加価値額 稼動有形固定資産×
設備を用いてどれだけ付加価値を生み出して

いるかを示す指標
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２．沖縄公庫の泡盛製造事業者に対する融資実績

（１）融資制度別実績（平成 年 月末時点）

（２）設備資金及び運転資金別融資実績の推移

（３）融資制度別実績の推移

制度名 件数 融資残高 残高構成比
沖縄特産品振興貸付
セーフティネット貸付
沖縄離島振興貸付
小規模事業者経営改善資金貸付
企業再建資金
基本資金
その他
合計

（単位：件、百万円、％）

沖縄特産品振興貸付及び

セーフティネット貸付の構

成比が高くなっている。

Ｈ

設備 運転（百万

（年度）

年の移出量ピーク時には、設備資金に

対する融資額が増加し、 年以降、移出

量が減少に転じると、運転資金に対する融
資額が増加している。

設備資金需要中心

運転資金需要中心

※設備資金需要の伸びを把握するため、 年度から実績を計上

沖縄特産品振興貸付 セーフティネット貸付 沖縄離島振興貸付

小規模事業者経営改善資金貸付 その他 件数

（百万円）

（年度）

（件数）
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（５）保全種別実績（平成 年 月末時点）

（６）泡盛譲渡担保（ ）融資実績の推移

（７）泡盛譲渡担保（ ）融資スキーム

件数 融資残高 残高構成比

不動産
工場抵当
財団抵当
ＡＢＬ

無担保
無担保無保証

（単位：件、百万円、％）

有担保融資
保全種別

無担保融資

その他
総計

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29
金額 140 387 480 95 250 40 68 195 380 0 250 170 0

累計件数 1 4 9 11 13 15 17 21 25 25 27 29 29

0

5

10

15

20

25

30

35

0

100

200

300

400

500

600 金額 累計件数
（百万円） （件）

（年度）

③動産譲渡登記

⑦担保動産

買受・ 引渡し ②「集合動産譲
渡担保契約」

④融資

⑤定期的に
在庫報告

①泡盛譲渡担保基本約定書

⑥「泡盛譲渡担保物売買契約書」

沖縄県酒造協同組合 沖縄公庫

泡盛メーカー東京法務局

※泡盛譲渡担保（ ）制度は、 年 月に取扱を開始し、沖縄県酒造協同組合の協力を得ながら 年 月に「泡盛譲渡担保の取扱いに関する

協定書」を締結したことにより、一連の取扱い方法が整備された。
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No. 酒造所名 所在地 主要銘柄

1 上原酒造（株） 糸満市字座波1061 神泉、いとまん、群青

2 忠孝酒造（株） 豊見城市字名嘉地132 忠孝、夢航海、豊吉

3 神谷酒造所 八重瀬町字世名城510-3 南光、神谷、東風平

4 （株）津波古酒造 那覇市与儀2-8-53 太平、琉球南蛮、琉球浪漫

5 宮里酒造所 那覇市小禄645 カリー春雨、春雨ゴールド、春雨ラメ

6 久米仙酒造（株） 那覇市仲井真155 琉球泡盛久米仙、琉球泡盛奴樽蔵、琉球泡盛響天

7 まさひろ酒造（株） 糸満市西崎町5-8-7 まさひろ、島唄、海人

8 （株）石川酒造場 西原町字小那覇1438-1 うりずん、玉友、さわふじ

9 咲元酒造（株） 那覇市首里鳥堀町1-25 咲元(サキモト)

10 瑞泉酒造（株） 那覇市首里崎山町1-35 瑞泉、おもろ、御酒（うさき）

11 （有）識名酒造 那覇市首里赤田町2-48 時雨、歓、おつかれさん

12 瑞穂酒造（株） 那覇市首里末吉町4-5-16 ロイヤル瑞穂、古酒首里天、ender (エンダー)

13 （株）久米島の久米仙 久米島町字宇江城2157 久米島の久米仙一升瓶30度、久米島の久米仙「ブラウン」30度、
久米島の久米仙古酒一升瓶

14 米島酒造（株） 久米島町字大田499 美ら蛍、久米島、米島

15 沖縄県酒造協同組合 那覇市港町2-8-9 海乃邦、紺碧、南風

16 北谷長老酒造工場（株） 北谷町字吉原63 北谷長老、一本松

17 （有）比嘉酒造 読谷村字長浜1061 残波ホワイト、残波ブラック、残波　海の彩

18 新里酒造（株） うるま市州崎12-17 琉球、かりゆし

19 （有）神村酒造 うるま市石川字嘉手苅570 暖流、守禮、かみむら

20 泰石酒造（株） うるま市字平良川90 古酒はんたばる、琉球浪漫うたげ、古酒泰石

21 （資）津嘉山酒造所 名護市大中1-14-6 国華

22 （資）恩納酒造所 恩納村字恩納2690 NAVI、萬座

23 （有）金武酒造 金武町字金武4823-1 龍、ゴールド龍

24 崎山酒造廠 金武町字伊芸751 松藤、舞天、南ヌ島

25 やんばる酒造（株） 大宜味村字田嘉里417 まる田、山原くいな、芭蕉布の里

26 （株）龍泉酒造 名護市字仲尾次222 龍泉、まごじろう

27 （有）今帰仁酒造 今帰仁村字仲宗根500 美しき古里、千年の響、今帰仁城

28 （有）山川酒造 本部町字並里58 珊瑚礁、さくらいちばん

29 （資）伊是名酒造所 伊是名村字伊是名736 常盤、伊是名、金丸

30 伊平屋酒造所 伊平屋村字我喜屋2131-40 照島、たつ浪、芭蕉布

31 ヘリオス酒造（株） 名護市字許田405 くら、主(ぬーし)、轟（とどろき）

32 池間酒造（有） 宮古島市平良字西原57 ニコニコ太郎、太郎、瑞光

33 （株）渡久山酒造 宮古島市伊良部字佐和田1500 豊年、ゆら

34 菊之露酒造（株） 宮古島市平良字西里290 菊之露、菊之露ブラウン、菊之露VIPゴールド

35 沖之光酒造（資） 宮古島市平良字下里1174 沖之光、沖之光2001年、月桃の花

36 （株）宮の華 宮古島市伊良部字仲地158-1 豊見親、華翁、うでぃさんの酒

37 （株）多良川 宮古島市城辺字砂川85 古酒琉球王朝、多良川、久遠

38 （株）池原酒造 石垣市字大川175 白百合、赤馬

39 （有）八重泉酒造 石垣市字石垣1834 八重泉樽酒、黒真珠、八重泉

40 （株）玉那覇酒造所 石垣市字石垣47 玉の露

41 請福酒造（有） 石垣市字宮良959 直火請福、ひとときのちゅら、請福ビンテージ

42 （有）高嶺酒造所 石垣市字川平930-2 於茂登(一般酒)、おもと(古酒)、かびら

43 仲間酒造所 石垣市字宮良956 宮之鶴

44 （名）崎元酒造所 与那国町字与那国2329 琉球泡盛与那国、花酒与那国60度、にごり泡盛海波(カイハ)

45 国泉泡盛（名） 与那国町字与那国2087 どなん

46 波照間酒造所 竹富町字波照間156 泡波

47 入波平酒造（株） 与那国町字与那国4147-1 舞富名、夢大陸(ムータイリク)、先代

２． 琉球泡盛酒造所一覧

沖縄県酒造組合資料
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○ 沖縄県産業連関表による公共投資の波及効果分析
  　-特に沖縄公庫住宅融資を中心にして-

創刊号 ( 56. 3 )

○ 沖縄の住宅事情と需要の動向 創刊号 ( 56. 3 )

○ 昭和５７年度設備投資計画調査報告 2 ( 56. 7 )

○ 沖縄公庫の融資効果の評価と今後の方向
  　-沖縄公庫モデルを中心とした計量分析-

2 ( 56. 7 )

○ 沖縄のホテル業界の現状と課題 3 ( 57. 3 )

○ 沖縄県経済の現状と工業振興の方向 4 ( 57. 8 )

○ 昭和５８年度設備投資計画調査報告 4 ( 57. 8 )

○ 沖縄県主要企業の財務行動 4 ( 57. 8 )

○ 昭和５８・５９年度設備投資計画調査報告 5 ( 58. 8 )

○ 沖縄の工業開発と技術集積 6 ( 59. 3 )

○ 沖縄県における食肉加工業 6 ( 59. 3 )

○ 昭和５９・６０年度設備投資計画調査報告 7 ( 59. 8 )

○ アメリカの地域開発
  　-いくつかの事例を中心に-

7 ( 59. 8 )

○ 昭和５９・６０年度設備投資計画調査報告（昭和５９年１０月調査） 8 ( 60. 1 )

○ ２１世紀沖縄の経済・社会構造と政策課題の提案 8 ( 60. 1 )

○ 昭和６０・６１年度設備投資計画調査報告（昭和６０年９月調査） 9 ( 60.12 )

○ 昭和６０・６１年度設備投資計画調査報告（昭和６１年３月調査） 10 ( 61. 7 )

○ 復帰特別措置の体系的検討 10 ( 61. 7 )

○ 昭和６１・６２年度設備投資計画調査報告（昭和６１年９月調査） 11 ( 62. 2 )

○ 規制緩和下における沖縄の航空体制の課題 11 ( 62. 2 )

○ 昭和６１・６２年度設備投資計画調査報告（昭和６２年３月調査） 12 ( 62. 6 )

○ 動向調査
  　沖縄の主要産業－昭和６１年度の動向と見通し－

13 ( 62.11 )

○ 地域産業トピックス
　　水　産　急成長を遂げるも市況悪化への対応に迫られる車エビ養殖
　　流　通　中規模店化が進む小売業
　　　　　　環境変化への対応を迫られる婦人服店
　　　　　　急成長下、経営戦略が問われる中古車業界
　　　　　　需要低迷と価格低下で厳しさ増すガソリンスタンド
　サービス 質的変化が著しい飲食業界
　　　　　　振興事業に着手した美容業界
　　　　　　リゾート型参入で新展開が見込まれる県内ゴルフ場
　　　　　　過当競争に突入したスイミングスクール

13 ( 62.11 )

○ データ解説
　　昭和６１年度個人住宅資金（一般住宅・建売住宅）利用者調査報告

13 ( 62.11 )

○ 開発調査
　　沖縄のリゾート開発の課題と開発資金の検討

13 ( 62.11 )

○ 昭和６２・６３年度設備投資計画調査報告（昭和６２年９月調査） 14 ( 62.12 )

○ 昭和６２・６３年度設備投資計画調査報告（昭和６３年３月調査） 15 ( 63. 6 )

○ グアム・サイパン市場差別化策の検討 16 ( 63. 8 )

「公庫レポート」既刊目録

 [数字は号数、(　)は発行年月]
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○ 動向調査
　　沖縄の主要産業－昭和６２年度の動向と見通し－

17 ( 63.11 )

○ 地域産業トピックス
　　製 造　市場環境の変化と技術革新が著しい印刷業界
　　小 売　変貌する鮮魚店、食肉店の需要環境
　　サービス　新たなサービスのあり方を探る理容業界

17 ( 63.11 )

○ データ解説
　　昭和６２年度個人住宅建設資金利用者調査報告

17 ( 63.11 )

○ 昭和６３・平成元年度設備投資計画調査報告（昭和６３年９月調査） 18 ( 63.12 )

○ 沖縄県の住宅需要動向 19 ( 元. 4 )

○ ハワイリゾートの現状と沖縄のリゾート開発の課題
　　―ハワイリゾート調査報告書―

20 ( 元. 4 )

○ 昭和63・平成元年度設備投資計画調査報告（平成元年３月調査） 21 ( 元. 6 )

○ 動向調査
　　沖縄の主要産業の動向-昭和63年度の動向を中心に

22 ( 元.12 )

○ 地域産業トピックス
　　不動産賃貸　空室率が高い沖縄の貸ビル
　　サービス　　沖縄県内の人材派遣業
　　自動車分解整備業の概要

22 ( 元.12 )

○ データ解説
　　昭和63年度個人住宅建設資金利用者調査報告
　　労働生産性が低い県内製造業（工業統計調査より）

22 ( 元.12 )

○ 平成元・２年度設備投資計画調査報告（平成元年３月調査） 22 ( 元.12 )

○ 沖縄洋ラン切花生産の実態･本土市場調査 23 (  2. 3 )

○ タイ国の熱帯果樹農業の現状と輸出産業としての地位
　　―沖縄県の有望作目としての熱帯果樹産業に関する調査―

23 (  2. 3 )

○ データ解説
　　平成元年度個人住宅建設資金利用者調査報告

24 (  2. 7 )

○ 平成元・２年度設備投資計画調査報告（平成２年２月調査） 24 (  2. 7 )

○ 沖縄県におけるバイオマス資源活用産業
　　―新規胎動産業を探る―

25 (  2. 8 )

○ 地域産業トピックス
　　琉球ガラス産業界の現況
　　成長著しい県内の生花小売業
　　県内水産加工業の生産状況
　　競合厳しい県内クリーニング業

26 (  3. 3 )

○ 平成２・３年度設備投資計画調査報告（平成２年９月調査） 26 (  3. 3 )

○ データ解説
　　平成２年度個人住宅建設資金利用者調査報告

27 (  3. 7 )

○ 平成２・３年度設備投資計画調査報告（平成３年３月調査） 27 (  3. 7 )

○ 沖縄県の観光土産品店 28 (  4. 1 )

○ 平成３・４年度設備投資計画調査報告（平成３年９月調査） 28 (  4. 1 )

○ データ解説
　　平成３年度個人住宅建設資金利用者調査報告

29 (  4. 8 )

○ 平成３・４年度設備投資計画調査報告（平成４年３月調査） 29 (  4. 8 )

○ 平成４・５年度設備投資計画調査報告（平成４年10月調査） 30 (  5. 2 )

○ データ解説
　　平成４年度マイホーム新築資金利用者調査報告

31 (  5. 9 )

○ 平成４・５年度設備投資計画調査報告（平成５年３月調査） 31 (  5. 9 )
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○ 平成５・６年度設備投資計画調査報告（平成５年９月調査） 32 (  6. 2 )

○ 平成５・６年度設備投資計画調査報告（平成６年３月調査） 33 (  6. 7 )

○ 正念場を迎えるエステティック業界 34 (  6. 8 )

○ 泡盛製造業の現況について 34 (  6. 8 )

○ 需要低迷下生産性の向上が求められる生コン業界 35 (  6. 9 )

○ 沖縄県の花卉農業 35 (  6. 9 )

○ 沖縄県の伝統工芸産業 35 (  6. 9 )

○ データ解説
　　平成５年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成５年度マンション購入資金利用者調査報告

36 (  6.10 )

○ 沖縄のデンファレ（切花）について 37 (  6.10 )

○ 生産性の向上と新しい生産技術への対応が求められる印刷業界 37 (  6.10 )

○ 貸アパート業実態調査 38 (  6.11 )

○ 沖縄県のプレハブ住宅の現状について 38 (  6.11 )

○ 競争激化が進む中で経営体質強化が求められる建設業 39 (  6.12 )

○ 平成６・７年度設備投資計画調査報告（平成６年９月調査） 39 (  6.12 )

○ インドネシア・バリ島リゾートの現状 40 (  7. 2 )

○ マンゴー栽培の現状と産地形成に向けての課題 41 (  7. 3 )

○ 総合産業への変容が求められる５００万人時代の沖縄観光 42 (  7. 3 )

○ 県内製糖業の現状 43 (  7. 3 )

○ 平成６・７年度設備投資計画調査報告（平成７年３月調査） 44 (  7. 5 )

○ 公庫住宅資金利用者に係る耐久消費財等購入実態調査 45 (  7. 8 )

○ 県内駐車場業の現状と課題 46 (  7. 9 )

○ データ解説
　　平成６年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成６年度マンション購入資金利用者調査報告

47 (  7. 9 )

○ 平成６・７年度設備投資計画調査報告（平成７年９月調査） 48 (  7.12 )

○ 薬草加工販売業の現状と課題 49 (  8. 1 )

○ 新規開業の実態 50 (  8. 1 )

○ 持家取得実態調査 51 (  8. 3 )

○ 「わしたショップ」―拠点方式による県産品のマーケティング― 52 (  8. 5 )

○ 平成７・８年度設備投資計画調査報告（平成８年３月調査） 53 (  8. 6 )

○ 沖縄県におけるタラソテラピー事業可能性の検討
　　(フランス・タラソテラピー業界視察報告)

54 (  8. 6 )

○ 沖縄での展開が有望なタラソテラピーについて 54 (  8. 6 )

○ 県内小売業の現状 55 (  8. 7 )

○ データ解説
　　平成７年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成７年度マンション購入資金利用者調査報告

56 (  8. 7 )

○ 沖縄の養蜂 57 (  8. 8 )

○ 平成７・８年度設備投資計画調査報告（平成８年９月調査） 58 (  8.12 )

○ 県内レンタカー業の現状
―大規模な規制緩和のもと、更なる発展が見込まれる県内レンタカー業―

59 (  9. 1 )

○ 県内貸ビル業の現状
　　―空室率が高い沖縄の貸ビル―

60 (  9. 2 )

○ マイホーム新築資金住宅の建設実態 61 (  9. 3 )

47



24

○ 車エビ養殖業の現状と課題
―全国一の生産県となるも市況悪化への対応が迫られる車エビ養殖業界―

62 (  9. 4 )

○ 台湾の中小企業とＯＥＭ 63 (  9. 5 )

○ 平成８・９年度設備投資計画調査報告（平成９年３月調査） 64 (  9. 6 )

○ データ解説
　　平成８年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成８年度マンション購入資金利用者調査報告

65 (  9.10 )

○ 公庫住宅資金利用者に係る耐久消費財等購入実態調査 66 (  9.10 )

○ 平成８・９年度設備投資計画調査報告（平成９年９月調査） 67 (  9.12 )

○ 廃棄物リサイクル産業の現状と課題 68 ( 10. 6 )

○ 平成９・１０年度設備投資計画調査報告（平成１０年３月調査） 69 ( 10. 6 )

○ 沖縄の産業振興とマルチメディア 70 ( 10. 7 )

○ データ解説
　　平成９年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成９年度マンション購入資金利用者調査報告

71 ( 10.10 )

○ 平成９・１０年度設備投資計画調査報告（平成１０年９月調査） 72 ( 10.12 )

○ 平成９年度ホテル経営状況 73 ( 10.12 )

○ ダイビング業界の現状と課題 74 ( 11. 3 )

○ 平成１０・１１年度設備投資計画調査報告（平成１１年３月調査） 75 ( 11. 8 )

○ 平成１０・１１年度設備投資計画調査報告（平成１１年９月調査） 76 ( 11.12 )

○ 平成１０年度ホテル経営状況 77 ( 12. 2 )

○ 新規開業の現状と創業支援 78 ( 12. 5 )

○ 沖縄観光の構造転換に向けた整備課題
 　　―ハワイを比較軸として―

79 ( 12. 7 )

○ １９９９・２０００年度設備投資計画調査報告（２０００年３月調査） 80 ( 12. 8 )

○ １９９９・２０００年度設備投資計画調査報告（２０００年９月調査） 81 ( 12.12 )

○ データ解説
　　平成１１年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成１１年度マンション購入資金利用者調査報告

82 ( 13. 1 )

○ 台湾アグロインダストリー調査報告 83 ( 13. 3 )

○ １９９９年度ホテル経営状況 84 ( 13. 3 )

○ ２０００・２００１年度設備投資計画調査報告（２００１年３月調査） 85 ( 13. 5 )

○ 地方都市の水産物市場と水産業の振興
　　―自由な市場と消費の拡大―

86 ( 13. 7 )

○ ２０００・２００１年度設備投資計画調査報告（２００１年９月調査） 87 ( 13.12 )

○ マンションの維持管理に関する調査報告 88 ( 14. 1 )

○ 台湾情報通信産業調査報告 89 ( 14. 2 )

○ ２０００年度ホテル経営状況 90 ( 14. 3 )

○ 県内ホテルの経営課題と改善に向けた方向性 90 ( 14. 3 )

○ ２００１・２００２年度設備投資計画調査報告（２００２年３月調査） 91 ( 14. 6 )

○ データ解説
　　平成１３年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成１３年度マンション購入資金利用者調査報告

92 ( 14.11 )

○ ２００１・２００２年度設備投資計画調査報告（２００２年９月調査） 93 ( 14.12 )

○ ２００１年度ホテル経営状況 94 ( 15. 7 )

○ ２００２・２００３年度設備投資計画調査報告（２００３年３月調査） 95 ( 15. 8 )

○ ２００２・２００３年度設備投資計画調査報告（２００３年９月調査） 96 ( 16. 1 )
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○ ２００３・２００４年度設備投資計画調査報告（２００４年３月調査） 97 ( 16. 6 )

○ データ解説
　　平成１４年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成１４年度マンション購入資金利用者調査報告

98 ( 16. 7 )

○ ２００２年度ホテル経営状況 99 ( 16. 8 )

○ ２００３・２００４年度設備投資計画調査報告（２００４年９月調査） 100 ( 16.11 )

○ ２００４・２００５年度設備投資計画調査報告（２００５年３月調査） 101 ( 17. 6 )

○ ２００４・２００５年度設備投資計画調査報告（２００５年９月調査） 102 ( 17.11 )

○ ２００５・２００６年度設備投資計画調査報告（２００６年３月調査） 103 ( 18. 9 )

○ 泡盛業界の現状と課題
　－最近の泡盛・もろみ酢の動向を中心に－

104 ( 18.10 )

○ ２００５・２００６年度設備投資計画調査報告（２００６年９月調査） 105 ( 18.12 )

○ ２００６・２００７年度設備投資計画調査報告（２００７年３月調査） 106 ( 19. 9 )

○ ２００６・２００７年度設備投資計画調査報告（２００７年９月調査） 107 ( 19.11 )

○ バイオエタノールの現状
 －ＪＥＴＲＯ・ブラジルバイオエタノールミッション報告－

108 ( 20. 3 )

○ ２００７・２００８年度設備投資計画調査報告（２００８年３月調査） 109 ( 20. 6 )

○ 沖縄公庫取引先からみた新規開業の現状 110 ( 20. 7 )

○ ２００７・２００８年度設備投資計画調査報告（２００８年９月調査） 111 ( 20.11 )

○ ２００７年度県内主要ホテルの稼動状況 112 ( 20.12 )

○ ２００８・２００９年度設備投資計画調査報告（２００９年３月調査） 113 ( 21. 6 )

○ ２００８・２００９年度設備投資計画調査報告（２００９年９月調査） 114 ( 21.12 )

○ 沖縄県内ホテルのホスピタリティ向上への取り組み状況
２００８年度県内主要ホテルの稼動状況

115 ( 22. 3 )

○ ２００９・２０１０年度設備投資計画調査報告（２０１０年３月調査） 116 ( 22. 6 )

○ ２００９年度県内主要ホテルの稼動状況 117 ( 22. 7 )

○ 沖縄公庫取引先からみた新規開業の現状２０１０ 118 ( 22. 9 )

○ ２００９・２０１０年度設備投資計画調査報告（２０１０年９月調査） 119 ( 22.11 )

○ 沖縄県内の「道の駅」と「農産物直売所」 120 ( 23. 4 )

○ ２０１０・２０１１年度設備投資計画調査報告（２０１１年３月調査） 121 ( 23. 6 )

○ ２０１０年度県内主要ホテルの稼働状況
東日本大震災による県内主要ホテルへの影響

122 ( 23. 7 )

○ ２０１０・２０１１年度設備投資計画調査報告（２０１１年９月調査） 123 ( 23.11 )

○ 平成22年度  沖縄公庫教育資金利用者調査報告 124 ( 24. 4 )

○ ２０１１・２０１２年度設備投資計画調査報告（２０１２年３月調査） 125 ( 24. 6 )

○ ２０１１年度県内主要ホテルの稼働状況
八重山主要ホテルの稼働状況

126 ( 24.10 )

○ ２０１１・２０１２年度設備投資計画調査報告（２０１２年９月調査） 127 ( 24.11 )

○ 沖縄：新たな挑戦　経済のグローバル化と地域の繁栄
　世界の目を沖縄へ、沖縄の心を世界へ

128 ( 25. 2 )

○ OKINAWA: THE CHALLENGES AHEAD THRIVING LOCALLY
IN A GLOBALIZED ECONOMY
"AS THE EYES OF THE WORLD FOCUS ON OKINAWA
 OKINAWA OFFERS ITS HEART TO THE WORLD"

129 ( 25. 2 )

○ ２０１２・２０１３年度設備投資計画調査報告（２０１３年３月調査） 130 ( 25. 6 )

○ ２０１２年度県内主要ホテルの稼働状況 131 ( 25. 9 )

○ ２０１２・２０１３年度設備投資計画調査報告（２０１３年９月調査） 132 ( 25.12 )
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○ 平成24年度  沖縄公庫教育資金利用者調査報告 133 ( 26. 5 )

○ ２０１３・２０１４年度設備投資計画調査報告（２０１４年３月調査） 134 ( 26. 6 )

○ 世界自然遺産登録を活かした奄美・琉球の地域活性化策
（やんばる地域・西表島編）～持続可能な地域づくりに向けて～

135 ( 26. 6 )

○ 県内主要ホテルの動向分析
　第一部　2013年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　シティホテルの長期稼動状況からみた今後の取組
　第三部　県内の宿泊特化型ホテルの動向分析

136 ( 26.10 )

○ ２０１３・２０１４年度設備投資計画調査報告（２０１４年９月調査） 137 ( 26.11 )

○ 「人手不足の影響と人材確保の取組」に関する調査報告 138 ( 27. 4 )

○ 「沖縄の６次産業化認定企業の現況と今後の取組」に関する調査報告 139 ( 27. 5 )

○ ２０１４・２０１５年度設備投資計画調査報告（２０１５年３月調査） 140 ( 27. 6 )

○ 沖縄公庫取引先からみた新規開業の現状２０１５ 141 ( 27.10 )

○ 県内主要ホテルの動向分析
　第一部　2014年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　新石垣空港開港に伴う八重山地域主要ホテルの稼働状況

142 ( 27.11 )

○ ２０１４・２０１５年度設備投資計画調査報告（２０１５年９月調査） 143 ( 27.11 )

○ 平成26年度　沖縄公庫教育資金利用者調査報告 144 ( 28. 3 )

○ 「インバウンドの影響とその取組」に関する調査報告 145 ( 28. 3 )

○ ２０１５・２０１６年度設備投資計画調査報告（２０１６年３月調査） 146 ( 28. 6 )

○ ２０１５・２０１６年度設備投資計画調査報告（２０１６年9月調査） 147 ( 28.11 )

○ 県内主要ホテルの動向分析
　第一部　2015年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　沖縄県内主要ホテルの人手不足に関する調査報告

148 ( 28.12 )

○ 「沖縄における若年雇用問題 －ミスマッチを生む意識構造の分析を中心
に－ 」に関する調査報告

149 ( 29. 2 )

○ 定住・交流人口の維持・増加に向けた考察
　第一部　沖縄への移住意向に関する調査報告
　第二部　沖縄の離島観光に関する意識調査報告

150 ( 29. 5 )

○ ２０１６・２０１７年度設備投資計画調査報告（２０１７年３月調査） 151 ( 29. 5 )
○ 県内主要ホテルの動向分析

　第一部　2016年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　リーマンショック直前からの長期推移

152 ( 29.10 )

○ ２０１６・２０１７年度設備投資計画調査報告（２０１７年9月調査） 153 ( 29.11 )
○ 拡大する沖縄経済の下で深刻化する人手不足

　～県内企業への影響と課題への対応～
154 ( 30. 1 )

○ 県内小規模企業実態調査報告 155 ( 30. 5 )
○ ２０１７・２０１８年度設備投資計画調査報告（２０１８年３月調査） 156 ( 30. 6 )
○ 教育資金と進学意識に関する調査結果

　　第一部　平成28年度　沖縄公庫教育資金利用者調査
　　第二部　進学に対する親と学生の意識調査

157 ( 30. 6 )

○ 沖縄公庫取引先からみた泡盛メーカーの現状と課題について 158 ( 30. 7 )

50



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公 庫 レ ポ ー ト 

平成 30 年 7 月発行 

 

編集兼発行者 玉那覇 通男 

発 行 所 沖縄振興開発金融公庫 

 企画調査部 調査課 

 那覇市おもろまち 1 丁目 2 番 26 号 

 電話（098）941-1725 

 FAX（098）941-1920 

 URL http://www.okinawakouko.go.jp 

印 刷 所 丸正印刷㈱ 

 

本レポートは再生紙を使用しています。 

丸正印刷株式会社



二
〇
一
八
年
七
月

第
一
五
八
号

2 018 . 7  No.158

◇沖縄公庫取引先からみた

　泡盛メーカーの現状と課題について


